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長泉町中小企業産学共同研究支援補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、新技術の導入や技術の高度化を図ることを目的に、大学等の教育研究機関との共同研究を実施した町内に事業所を有する中小企業者

（中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条に規定するものをいう。以下同じ。）に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に

関しては、長泉町補助金等交付規則（昭和54年長泉町規則第10号）及びこの要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(１)　「大学等」とは、大学、短期大学及び工業高等専門学校をいう。

(２)　「産学共同研究」とは、中小企業者が大学等と実施する共同研究をいう。

（補助対象者）

第３条　補助金の交付を受けることができる者は、町内に事業所を有する中小企業者で、町税等の未納がないものとする。ただし、町長がやむを得ない事情が

あると認める場合はこの限りでない。

（補助対象）

第４条　補助の対象となる研究は、町内に事業所を有する中小企業者が行う令和７年２月28日までに完了予定の産学共同研究で次の各号のいずれかに該当

するものとする。

(１)　製品の開発又は改良に関する研究

(２)　技術の開発又は改良に関する研究

(３)　製造方法の開発又は改良に関する研究

(４)　ソフトウェアの開発又は改良に関する研究

(５)　その他町長が認めた研究

２　前項に掲げた研究において、同一の分類の製品等（分類とは直近の総務省・経済産業省工業統計調査で使用される商品分類表の小分類を基準とする。）に

関する研究については、補助期間の限度を３年とする。ただし、町長が特に必要と認めたときは、その期間を延長することができる。

（補助金の額）

第５条　補助金の額は、中小企業者が産学共同研究について大学等に支払う経費の２分の１以内とし、20万円を限度とする。

２　補助金の交付は、１つの研究につき、１回限りとする。

（交付申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする中小企業者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ長泉町中小企業産学共同研究支援補助金交付申請書（様式第１号。

以下「交付申請書」という。）に次に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。

(１)　研究計画書（様式第２号）

(２)　収支予算書（様式第３号）

(３)　産学研究に係る契約書の写し

２　中小企業者等が複数でグループを形成している場合は、グループを構成する中小企業者等のうち１社が当該グループの代表として補助金交付の申請を行う

こととする。

（交付決定等）

第７条　町長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査し、長泉町中小企業産学共同研究支援補助金交付決定（却下）通知書（様式第４号）に

より申請者に通知するものとする。

（交付の条件）

第８条　次に掲げる事項は、交付を決定する際の条件となるものとする。

(１)　次の事項のいずれかに該当する場合は、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。

ア　研究の内容を変更しようとする場合

イ　研究に要する経費に対して20％を超える額の変更をしようとする場合

ウ　研究を中止し、又は廃止しようとする場合

(２)　研究の遂行が困難となった場合は、速やかに町長に報告し、その指示を受けなければならない。

(３)　補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなけ

ればならない。

（変更等の承認申請）

第９条　前条第１号の規定により町長の承認を受けようとする申請者は、長泉町中小企業産学共同研究変更等承認申請書（様式第５号）に次に掲げる書類を添

えて町長に提出しなければならない。

(１)　変更研究計画書（様式第２号）

(２)　変更収支予算書（様式第３号）

（完了報告）



第10条　申請者は、研究を完了した日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の翌年度の４月10日のいずれか早い

日までに長泉町中小企業産学共同研究完了報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。

(１)　実績報告書（様式第２号）

(２)　収支決算書（様式第３号）

(３)　大学等からの請求書の写し

（交付の確定）

第11条　町長は、前条の規定により完了報告を受けたときは、その内容を審査し、長泉町中小企業産学共同研究支援補助金交付確定通知書（様式第７号。以

下「確定通知書」という。）により通知するものとする。

（補助金の請求）

第12条　申請者は、確定通知書を受領した日から起算して10日以内に長泉町中小企業産学共同研究支援補助金請求書（概算払請求書）（様式第８号）を町長

に提出するものとする。

（概算払）

第13条　申請者は、補助対象事業の完了前に補助金の概算払を受けようとするときは、交付申請書に資金状況調べ（様式第９号）を添付して、町長に提出しな

ければならない。

２　申請者は、補助金の概算払を請求しようとするときは、長泉町中小企業産学共同研究支援補助金請求書（概算払請求書）を町長に提出しなければならな

い。

３　前２項の規定により補助金の概算払を受けたときは、補助対象研究完了後精算するものとする。

（交付の決定の取消し及び補助金の返還）

第14条　町長は、補助金の交付決定又は交付を受けた中小企業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付決定の全部若しくは一部

を取り消し、又は補助金を返還させることができる。

(１)　この要綱に違反したとき。

(２)　この要綱に基づき提出された書類に虚偽の記載があったとき。

（委任）

第15条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。

附　則

（施行期日）

１　この告示は、平成22年４月１日から施行し、施行日以降に契約締結された産学共同研究から対象とする。

（失効）

２　この告示は、令和10年３月31日限り、その効力を失う。

附　則（平成25年２月15日告示第４号の５）

この告示は、公示の日から施行する。

附　則（平成28年３月25日告示第27号の２）

この告示は、公示の日から施行する。

附　則（平成28年３月28日告示第67号）

この告示は、平成28年４月１日から施行する。

附　則（平成31年２月８日告示第13号）

この告示は、公布の日から施行する。

附　則（令和元年８月27日告示第19号）

この告示は、令和２年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規程は公布の日から施行する。

附　則（令和元年９月26日告示第31号）

（施行期日）

１　この告示は、公示の日から施行する。

（経過措置）

２　この告示の施行の際現に改正前のそれぞれの告示の様式により提出されている申請書等は、改正後のそれぞれの告示の相当する様式により提出された

申請書等とみなす。

３　この告示の施行の際現に改正前のそれぞれの告示の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。

附　則（令和７年３月10日告示第37号）

この告示は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は公示の日から施行する。


